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１｜第３次総合戦略の背景及び目的 3

総合戦略とは

大崎上島町の人口減少対策、地方創生の方針を「第２次大崎上島町まち・ひと・しごと創生総合戦略（R2）」に示し、全町を挙

げて取り組んできましたが、以下のとおり、計画期間が令和6年度で終了することから、次期総合戦略の策定を行います。

現計画の計画期間

令和2（2020）年度から令和6（2024）年度

令和４年度に国において策定された「デジタル田園都市国家構想総合戦略」を踏まえつつも、「新しい地方経済・生活環境創生

本部」の動向を考慮して、大崎上島町第３次総合戦略を策定します。

総合戦略の役割

総合戦略の役割は以下のとおりです。

位置付け 人口減少対策、地方創生の取組を位置付ける計画

計画期間 5年間の短期スパン

記載する施策
人口減少対策、地方創生に係る行政施策が対象
総合計画と違い、事業レベルの内容も記載

国の補助支援
総合戦略に位置付けた事業の実現に向けて、デジタル田園都市国家構想交付金等の補助支援あり
※新しい地方経済・生活環境創生本部の検討結果により、今後、国の補助支援の方針は変わりえます。



２｜第２次総合戦略の振り返り 4

第２次総合戦略の考え方を踏まえつつ、第３次地方人口ビジョンの結果に基づき、
政策目標の成果指標及び数値目標を見直す方針

第２次総合戦略 評価

政策分野 政策目標
目標値

（令和２～６年度）
実績値

（令和２～６年度）
達成割合

（実績値/目標値）
考察

政策分野１
多様な人材を育てる教育
の島づくりを進める

・新たな教育体系の整備
・新たな教育機関の誘致

１箇所以上 ０
【未達成】

０％

・サマースクールやシンポジウムの
実施等を通じて連携等を行ってき
ましたが、誘致には至りませんで
した。

・教育体系の整備のうち、「多様な
人材の受け入れによるグローバル
人材育成」について、当初は教育
機関の誘致の実現を前提としてい
ましたが、実現に至らなかったこ
とから受け皿がなくなり、目標未
達となりました。

政策分野２
新たな人の流れで住んで
よかったと実感できる

・移住者の増加
１００人
（累計）

６４人
（累計）

【未達成】
６４％ ・町内に民間の賃貸住宅が少なく、

住居の選択肢が限定的であること
に加え、コロナ禍の行動制限があ
ったことも、「移住者の増加」「
新規就業者の増加」の目標未達の
一因と考えています。

政策分野３
地域資源を活かして仕事
と産業を育てる

・新規就業者の増加
５０人
（累計）

３８人
（累計）

【未達成】
７６％

政策分野４
癒しと元気な地域で安心
して暮らす

・社会人口減
２５０人抑制
（累計）

２６９人
（累計）

【達成】
１０８％

・平成31年に新設した広島県立広島
叡智学園の影響等もあり、社会人
口減は縮小傾向にあります。



３｜第３次総合戦略の基本的な考え方 （１）人口の超長期展望と数値目標 5

・第３次地方人口ビジョンに基づき、①大崎上島町の全世代の未来の生活・居場所を守り、②町民が最期の時まで、安心して
、幸せに暮らせるコミュニティを守るために、2050年の目標人口4,500人を目指します。
⇒年間50人（5年計252人）の転入促進又は転出抑制と中長期的な合計特殊出生率の向上

・この実現に向けて必要な施策・事業を第３次総合戦略に位置付け、計画期間5年間で強力に推進します。

将来の人口の変化 地域に与える影響

2020年 2050年以降

7,158人

人口減が継続

（人）

凡例
：趨勢（これまでの施策だけでは）シナリオ
：政策（次期総合戦略で位置付ける施策の推進）シナリオ

（例示）
・生活関連サービス機能の撤退
・コミュニティの存続が危惧

（例示）
・生活関連サービス機能を維持
・コミュニティが存続

人口減少が加速、負のスパイラル
存続が危ぶまれる地域も・・・

全世代の未来の生活・居場所
町民が最期の時まで、安心して、幸せ

に暮らせるコミュニティを守る
目標人口からの逆算により、

町全体で、年間50人（5年計252人）の転入促進又は転出抑制を目指します
中長期的には合計特殊出生率の向上を図り、人口の安定化を目指します

2050年

3,905人

目標人口
4,500人

人口が安定化
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●大崎海星高校＋広島叡智学園＋広島商船高等専門学校の各年の卒業生（町外への転出人数）の累積人数

（2050年までに何人のUターンが見込めるかを算出するために、各年度の累積人口は前年度（累積人口）＋当該年度の合計値として表記）

2025年の学生は
結婚の時期

2025年の学生は
子育て世代に

ふるさと回帰１％戦略

毎年、卒業生の1％が大崎上島町にUターンすれ

ば、2050年までに累積615人に到達します。

まちの人口構造の安定化にもつながり、コミュ

ニティの活性化にも寄与します。

：大崎海星高校（毎年25人卒業想定）＋広島叡智学園（毎年45人卒業想定）＋広島商船高等専門学校（毎年120人卒業想定）の各年の卒業生の累積人数（Uターン除く）

：大崎海星高校（毎年25人卒業想定）＋広島叡智学園（毎年45人卒業想定）＋広島商船高等専門学校（毎年120人卒業想定）の各年の卒業生の累積人数の1％の累積人数

３｜第３次総合戦略の基本的な考え方 （２）ふるさと回帰１％戦略の推進

・第３次総合戦略では、「ふるさと回帰１％戦略」により、重点的にUターンの促進を図ります。
・学生の地域への愛着の醸成だけでなく、就業の場の創出等により、大崎上島町に戻ってきた際の受け皿の整備も進めます。



３｜第３次総合戦略の基本的な考え方 （３）コンセプト 7

●5年間で実現を目指すインナーブランディング（町内向けのコンセプト、転出抑制）

親と子、孫の島暮らし。
～6,800人の人生に寄り添う大崎上島町～

【コンセプトの設計の考え方】
大崎上島町に住む町民は、最期の時まで、安心して、幸せに暮らしたいと思っているはずです。一方で、

人口減少対策の一般的なイメージである「人口の移住誘致合戦」というトレンドは、町民のニーズに対応し
きれていないと考えられます。
このため、大崎上島町では、「最期の時まで、安心して、幸せに暮らせる離島」というコンセプトで、

「行政が住民に寄り添い続ける姿勢」を改めて示し、約束します。

●5年間で実現を目指すアウターブランディング（町外向けのコンセプト、転入促進・出生率向上）

令和時代の支え合う島暮らし。
～6,800人の大家族と暮らす大崎上島町～

【コンセプトの設計の考え方】
大崎上島町の出身者（又は移住者）は、大崎上島町で、程良い距離感や、何か困った時に助け合い、支え

合える生活環境を望んでいるはずです。
このため、大崎上島町では、「今の時代を生きる人が求める程良い距離感で支え合える離島」というコン

セプトで、「大崎上島町ならではの歴史・文化も活かしつつ、結婚して、安心して子どもを産み、育てるこ
とが出来る生活環境」を提供していきます。



目指す人口（2050年：4,500人）

人口ビジョンで示した政策シナリオを踏まえて、
152人/5年の転入促進
100人/5年の転出抑制 合計特殊出生率の向上

政策分野１ 政策分野２ 政策分野３ 政策分野４

5年間で実現を目指す
コンセプト

【インナー（町内向け）】
親と子、孫の島暮らし。

～6,800人の人生に寄り添う大崎上島町～

【アウター（町外向け）】
令和時代の支え合う島暮らし。

～6,800人の大家族と暮らす大崎上島町～

テーマ
帰ってきたくなる学びの島づくり

【ひと創生】

子育て世代に選ばれる
まちづくり
【ひと創生】

新たな産業・仕事づくり
【しごと創生】

新たな共助のまちづくり
【まち創生】

政策の対象 児童・学生
若年ファミリー層

結婚願望のある未婚者
移住者

女性、高齢者
コミュニティ

スタンス 多様な主体のチャレンジを推進

横断施策 プロモーション、デジタルの活用

数値目標への寄与

●転入促進（Uターン）
⇒21人/5年の転入促進

●転入促進（UIJターン）
⇒66人/5年の転入促進
●転出抑制
⇒33人/5年の転出抑制
●合計特殊出生率の向上
⇒現況値以上を目指す

●転入促進（UIJターン）
⇒65人/5年の転入促進
●転出抑制
⇒33人/5年の転出抑制

●転出抑制（全世代）
⇒34人/5年の転出抑制

予算配分の考え方
中長期も見据えた配分 5年間で重点的 5年間で重点的 中長期も見据えた配分

公民連携（PPP/PFI事業のスキーム、ふるさと納税制度、国制度を活用した外部人材の活用）の積極的活用

目指す将来像の実現
①大崎上島町の全世代の未来の生活・居場所を守る

②町民が最期の時まで、安心して、幸せに暮らせるコミュニティを守る

３｜第３次総合戦略の基本的な考え方 （４）基本骨格 8



３｜第３次総合戦略の基本的な考え方 （５）推進の仕組み １）推進体制 9

●第３次総合戦略の推進体制

総合戦略の推進
【公民連携組織】

総合戦略の管理
【庁内検討組織】

連携

・総合戦略は策定して終わりではなく、実効性を担保する体制づくりも行うことが重要です。
・行政のみで進めると、単年度予算による事業の空白期間の発生や、公平性の原理からくる“意欲や可能性の際立ったチャレ
ンジ”の伸ばしにくさ、行政と民間の取組スピードに乖離が生じます。民間のみで進めると、町・近隣自治体・県・国との
連携が難しく、経済的リターンを重視するあまり、必要な公益性を保持出来なくなる可能性があります。

・このため、公民連携により、社会的リターン及び経済的リターンのバランスが保たれる新たな組織の設立を検討します。
・また、政策分野毎に、必要に応じて外部アドバイザー等と連携しながら取組を進めます。



審議会
地域事業者

インタビュー

地域

ワークショップ

報告会

（ビジョン・計画・戦略）

2024年度（計画・戦略策定を通じて、徐々に地域で協働・共創）

次世代（子や孫世代）に受け継ぎたい価値観の共有

大崎上島町への期待感、自分事化、仲間探しを後押し

2025年度

（重点プロジェクトの公表）

2026年度以降

（成功体験の共有・磨き上げ）

寛容な心でチャレンジを受け入れ、称賛し合うまちに

●総合戦略の推進のイメージ

：大きさは町民参画の量をイメージ

10３｜第３次総合戦略の基本的な考え方 （５）推進の仕組み ２）地域との協働・共創

・大崎上島町第３次総合戦略では、以下に示すイメージのとおり、地域で協働・共創して施策・事業を推進していきます。
・今年度（2024年度）は、総合計画・総合戦略を対象として、町民向けの報告会を実施し、次世代（子や孫世代）に受け継
ぎたい、大崎上島町ならではの価値観の共有し、今後のまちづくりの期待感を後押しします。



４｜各政策における施策と成果の見取り図 （１）政策分野１ 帰ってきたくなる学びの島づくり

児童・学生

小学生

高校生
高専生

政策の対象の設定

高校魅力化

多世代交流の場
中学生

地域への
愛着

学生アイデアの実現 Uターン

地元就職

地元企業を知る機会

郷土愛の醸成

一度町外に出ても、Uターンに繋がる郷土愛の醸成

地
域
と
の
協
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・
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の
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く
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シ
ョ
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●政策分野１の実施方針：従来進めてきた政策も基本としつつ、学生の地域への愛着度を高めて、新卒就職時・大学進学時等
で一度町外に転出しても、関係人口として関わり続け、帰ってきたくなる学びの島づくりを推進します。

●政策分野１の目標指標：まちづくり活動量（増加）、地域への愛着（向上）、Uターン者数（増加）、地元就職率（増加）

修学
旅行生

地域への
興味関心

公営塾「神峰学舎」

まちづくり活動量

対象

施策の成果施策の実施
●：早期に実現を図る
重点プロジェクト 期待される効果

関係人口

児童
※「大崎上島学」を基本とした、
幼少期からの一貫したふるさと教育のデザインを検討
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地域との
繋がり

●情報発信の仕組み構
築・卒業前の学生登録
(町情報を定期発信)

地元企業と連携したイ
ンターンシップの設計

●情報発信の仕組み構
築・旅行時の学生登録
(町情報を定期発信)



若年
ファミリー層

転入促進

転出抑制

子育て
環境

経済上の
理由

住環境の
理由

町のにぎわい・活力の創出政策の対象の設定

●
都
市
部
若
年
フ
ァ
ミ
リ
ー
層
の
関
係
人
口
づ
く
り
・
●
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進

子育てサポート

子育てママが隙間時間
で働ける仕事の確保

対象

施策の成果施策の実施
●：早期に実現を図る
重点プロジェクト 期待される効果

子育て世代が集まる場

●空き家の流通促進

親と子供が遊べる場所
（アスレチック）

保育環境の整備

町のにぎわい 定住

12４｜各政策における施策と成果の見取り図 （２）政策分野２ 子育て世代に選ばれるまちづくり

●高付加価値の宿泊型
産後ケアサービス事業

の可能性調査
(産婦人科・小児科確保)

若年層における住宅事情を理由にした転出割合は10％前後
※広島県人口移動統計調査(乙調査)の結果に基づく

教育成果の情報発信

医療体制の段階的充実
（オンライン診察）

●政策分野２の実施方針：人口減少対策を進める上で、若年ファミリー層の転入促進又は転出抑制を図ることが必要不可欠で
あり、“子育てするなら大崎上島町”と町内外の方々に思って頂けるよう、子育て世代に選ばれるまちづくりを推進します。

●政策分野２の目標指標：若年層の転入者数（促進）・若年層の転出者数（抑制）

一体的な整備を検討



13

合計特殊出生率＝

子どもの数

未婚者＋既婚者＋その他

【参考】合計特殊出生率の高め方

①子どもが欲しい既婚者が対象
・第1子、第2子を産んで、子育てし易い環境づくり

②結婚したい町民が対象
・生涯未婚率を下げる施策の推進

４｜各政策における施策と成果の見取り図 （２）政策分野２ 子育て世代に選ばれるまちづくり

対象

施策の成果施策の実施
●：早期に実現を図る
重点プロジェクト 期待される効果

結婚願望のある
未婚者

結婚
（未婚率解消）

第1子・第2子
誕生

合計特殊出生率
の向上

婚活コンシェルジュ
の採用支援

●
未
婚
者
に
対
す
る
ニ
ー
ズ
・
課
題
調
査

マッチングアプリの
導入支援

婚活イベントの
開催支援

民間企業の市場調査によれば、4人に1
人はマッチングアプリを活用して結婚

政策の対象の設定 生涯未婚率の減少による合計特殊出生率の向上

●政策分野２の実施方針：人口減少対策を進める上で、中長期的には結婚願望のある未婚者を対象とした生涯未婚率の低下に
よる合計特殊出生率の向上を図ることが重要であり、ニーズ・課題調査から初めて、この解決策を図ります。

●政策分野２の目標指標：50歳代未婚率（低下）、出生数（増加）、合計特殊出生率（向上）



政策の対象の設定

●
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進

稼げる産業の実現による移住者の定住促進

対象

施策の成果施策の実施
●：早期に実現を図る
重点プロジェクト 期待される効果

転入者

起業

農業

入口戦略
(週末農業、就農支援)

入口戦略
(戦略策定・コンテンツ整理)

観光

出口戦略
(地域商社立ち上げ)

出口戦略
(宿泊事業・インバウンド誘致)

所得向上

造船・海運
入口戦略(外国人確保)

出口戦略(外国人定住)

●入口戦略
(場の設計・企業営業)

●出口戦略
(出身者・地元採用支援)

入口戦略
(チャレンジショップ)

出口戦略
(卒業後のサポート支援)

雇用機会増加

IT企業

14４｜各政策における施策と成果の見取り図 （３）政策分野３ 新たな産業・仕事づくり

定住

二地域居住

中高生が魅力を感じる仕事はIT・情報・通信系（回答割合は29％と最も高い）
※中高生アンケート調査結果に基づく

●政策分野３の実施方針：新たな産業・仕事づくりでは、企業や個人の誘致に係る入口戦略だけでなく、地域継業や所得向上
に寄与する出口戦略も一体的に検討し、若者が魅力を感じる業種のトレンドも踏まえた上で、施策・事業を推進します。

●政策分野３の目標指標：転入者数（促進）、転出者数（抑止）、地域版GDP（向上）



15４｜各政策における施策と成果の見取り図 （３）政策分野３ 新たな産業・仕事づくり

対象

施策の成果施策の実施
●：早期に実現を図る
重点プロジェクト 期待される効果

高齢者
健康増進

(要介護率の減少)

幸福度向上
（生き甲斐）

シルバー人材
センターの活用

高
齢
者
に
対
す
る
ニ
ー
ズ
調
査

地域サロンの
担い手育成

多世代との交流促進
(小中学校の総合学習)

女性 就業率向上 定住

子育てママが隙間時間
で働ける仕事の確保

女
性
に
対
す
る
ニ
ー
ズ
調
査

女性のキャリアの確保
（リスキリング支援）

くるみん認定に向けた
企業への普及・促進

政策の対象の設定 高齢者と女性の生き甲斐や定住を促進

●政策分野３の実施方針：新たな産業・仕事づくりでは、町外からの転入者だけでなく、町に定住する高齢者・女性も対象と
して、生き甲斐や定住につながる施策・事業を推進します。

●政策分野３の目標指標：要介護率（低下）、幸福度（向上）、女性就業率（向上）、女性転出者数（抑制）



16４｜各政策における施策と成果の見取り図 （４）政策分野４ 新たな共助のまちづくり

コミュニティ
（36地区）

共助機能

移動手段

政策の対象の設定

生活機能

町内移動や町外への
移動の利便性向上

ワークショップの実施

コミュニティビジネス
（町民チャレンジ） 収益機能

関わりしろ

転出抑制

関係人口創出

全世代にとって住みやすいコミュニティの実現

次世代に
受け継ぎたい
歴史・文化

交通弱者
への対応

公共施設
のあり方検討

住民主体による
ビジネスの推進

●
次
世
代
を
見
据
え
た
新
た
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
あ
り
方
に
係
る
指
針
検
討

対象

施策の成果施策の実施
●：早期に実現を図る
重点プロジェクト 期待される効果

歴史・文化の磨き上げ

コミュニティの
場の形成

幸福度向上

人材育成

デジタル

まちづくり勉強会の
定期開催

次世代を担う
まちづくり人材

連絡手段のデジタル化
リアルと
デジタルの
ハイブリッド

●政策分野４の実施方針：３世代（親・子・孫）そろって、最期の時まで安心して、幸せに暮らせるコミュニティづくりを図
り、それが町外からみた魅力につながるよう、令和時代の新たな共助のまちづくりを推進します。

●政策分野４の目標指標：転出者数（抑制）、幸福度（向上）



17５｜各政策における数値目標の設計 （１）転入促進（Uターン）に係る目標指標

・政策分野１「帰ってきたくなる学びの島づくり」の数値目標は、21人/5年（①）の転入促進（Uターン）です。
・過去５年間の転入者数（Uターン）のトレンドをみると、58人/5年（②）の転入者数（Uターン）が存在します。
・上記より、計画期間である2025年度～2029年度で、79人/5年（①＋②）の転入者数（Uターン）が必要です。

●大崎上島町への転入者数（Uターン）の推移
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出典：広島県人口移動統計調査（乙調査）（平成30年10月～令和5年9月）



18５｜各政策における数値目標の設計 （２）転入促進（UIJターン）に係る目標指標

●大崎上島町への転入者数（UIJターン）の推移
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・政策分野２の「子育て世代に選ばれるまちづくり」の数値目標は、66人/5年（①）の転入促進（UIJターン）です。
・政策分野３の「新たな産業・仕事づくり」の数値目標は、65人/5年（②）の転入促進（UIJターン）です。
・過去５年間の転入者数（UIJターン）のトレンドをみると、1,881人/5年（③）の転入者数（UIJターン）が存在します。
・上記より、計画期間である2025年度～2029年度で、2,012人/5年（①＋②＋③）の転入者数（UIJターン）が必要です。

出典：総務省「住民基本台帳」（2020年～2024年、各年のデータは前年1月1日～12月31日）



19５｜各政策における数値目標の設計 （３）転出抑制に係る目標指標

●大崎上島町からの転出者数の推移
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・政策分野２の「子育て世代に選ばれるまちづくり」の数値目標は、33人/5年（①）の転出抑制です。
・政策分野３の「新たな産業・仕事づくり」の数値目標は、33人/5年（②）の転出抑制です。
・政策分野４の「新たな共助のまちづくり」の数値目標は、34人/5年（③）の転出抑制です。
・過去５年間の転出者数のトレンドをみると、1,814人/5年（④）の転出者数が存在します。
・上記より、計画期間である2025年度～2029年度で、1,714人/5年（④－①＋②＋③）まで転出者数の抑制が必要です。

出典：総務省「住民基本台帳」（2020年～2024年、各年のデータは前年1月1日～12月31日）



20５｜各政策における数値目標の設計 （４）合計特殊出生率に係る目標指標

●大崎上島町の子ども女性比（0-4歳人口/20-44歳女性人口）の推移
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・政策分野２の「子育て世代に選ばれるまちづくり」の数値目標は、合計特殊出生率が現況値以上です。
・合計特殊出生率の現況値は1.57（平成30年～令和4年）ですが、1年毎のモニタリングが出来ないため、代理指標として、
子ども女性比（0-4歳人口/20-44歳女性人口）を設定します。

・過去５年間の子ども女性比のトレンドをみると、近年は減少傾向にあり、子ども女性比0.25を下げないことが重要です。
・なお、子ども女性比を向上させるためには、①完結出生児数（夫婦が生涯に産む子どもの数）の増加、未就学児（ファミリ
ー層）の移住促進、②20-44歳女性の移住促進、生涯未婚率の低下等の取組が必要であることに留意します。

出典：総務省「住民基本台帳」（2020年～2024年）



21５｜各政策における数値目標の設計 （５）まとめ

政策分野 目標指標 現況値
数値目標

目標値 補足

政策分野１
帰ってきたくなる
学びの島づくり

転入者数（Uターン）
58人/5年
※2019年～2023年

79人/5年
※2025年～2029年

・21人/5年の転入促進（Uターン）

政策分野２
子育て世代に選ばれる
まちづくり

転入者数（UIJターン）
1,881人/5年
※2019年～2023年

2,012人/5年
※2025年～2029年

・66人/5年の転入促進（UIJターン）

転出者数
1,814人/5年
※2019年～2023年

1,714人/5年
※2025年～2029年

・33人/5年の転出抑制

合計特殊出生率
（子ども女性比）

0.25
※2024年

0.25以上
※2029年

・合計特殊出生率（子ども女性比）
が現況値以上

政策分野３
新たな産業・仕事づくり

転入者数（UIJターン）
1,881人/5年
※2019年～2023年

2,012人/5年
※2025年～2029年

・65人/5年の転入促進（UIJターン）

転出者数
1,814人/5年
※2019年～2023年

1,714人/5年
※2025年～2029年

・33人/5年の転出抑制

政策分野４
新たな共助のまちづくり

転出者数
1,814人/5年
※2019年～2023年

1,714人/5年
※2025年～2029年

・34人/5年の転出抑制

・第３次人口ビジョンの人口シミュレーション結果及び（１）～（４）の各目標指標のトレンド整理を踏まえて、各政策分野
の数値目標を以下のとおり設定します。

●各政策分野の計画期間５年間で目指す数値目標



22６｜第３次総合戦略の進捗管理 （１）スケジュール

スケジュール

第３次総合戦略のスケジュールは以下のとおりです。2025年度は、第３次総合戦略の推進に向けた準備期間と位置づけ、アク

ションプラン策定や新組織立ち上げ、施策・事業立ち上げを行い、2026年度以降、施策・事業を強力に推進します。

進捗管理

戦略の推進にあたっては、施策実施状況や目標達成状況の評価・検証を毎年行う「大きなPDCAサイクル」と、個別の事業に

素早く対応する「小さなPDCAサイクル」を組み合わせることで、戦略の達成に向けた継続的な改善を推進します。

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

総合戦略に位置
付ける施策

・アクションプラン策定
・新組織立ち上げ検討
・施策・事業立ち上げ

・新組織立ち上げ
・施策・事業立ち上げ
・施策・事業の推進

・施策・事業の推進 ・施策・事業の推進 ・施策・事業の推進

総合戦略の評価 年に１度、総合戦略に位置付ける施策・事業の進捗・効果を検証し、継続・縮小・見直し・廃止等の政策判断を実施

次期総合戦略
の検討

・検討開始

小さなPDCAサイクル

大きなPDCAサイクル

実態把握
戦略立案

Plan
戦略

Do
実行

Check
評価

Action
改善

評価
検証

各施策の
改善・見
直し実態把握

各施策の
実施計画

実証実験 実施 評価検証
改善・見
直し

Plan
戦略

Do
実行

Check
評価

Action
改善



23６｜第３次総合戦略の進捗管理 （２）体制

大崎上島町振興基本計画審議会

専門部会

専門部会①
帰ってきたく
なる学びの
島づくり
(政策分野1)

専門部会②
子育て世代に
選ばれる
まちづくり
(政策分野2)

専門部会③
新たな

産業・仕事
づくり

(政策分野3)

専門部会④
新たな共助の
まちづくり

(政策分野4)

事務局（企画課）

町長

報告 意見

運営・サポート

答申 諮問

専門部会⑤（情報発信）※庁内若手参加

参加：地区代表、事業者代表 等
役割：総合戦略の施策の評価、成果報告の承認

大きなPDCAサイクルに該当 等

参加：庁内幹部、地区代表、事業者代表 等
役割：総合戦略の施策の推進、進捗管理

小さなPDCAサイクルに該当 等
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